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0-1 都市構造

0-1-1 川崎市の人口増加の経緯

京浜工業地帯の中心地に位置する本市は、高度経済成長期には南部を中心に、東京に
隣接する地理的優位性からバブル経済期以降に北部の都市化が進み人口が増加した。

川崎市の人口増加の経緯
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0-1 都市構造

0-1-2 都市構造の転換（過去の構造）①

川崎市総合計画2010プラン（H5～16年）では、
多核ネットワーク型都市構造、ラダー型交通ネットワークを目指していた。

都市機能拠点（都心） 3地区 川崎･新川崎･鹿島田駅、新百合ヶ丘駅、小杉駅周辺地区
生活中心拠点（副都心）3地区 溝口駅、登戸駅、宮前平･鷺沼駅周辺地区
地区生活拠点 9地区 大師、元住吉、新城、梶ヶ谷、稲田堤、読売ランド･生田、百合丘、柿生、黒川･若葉台地区

臨海都市拠点 2地区 塩浜、南渡田周辺地区

選択と集中
現在の
都市構造へ

2



0-1 都市構造

0-1-2 都市構造の転換（現在の都市構造）②

川崎再生フロンティアプラン（H17～25年）では、厳しい財政状況と今後の少子高齢社会を
踏まえ、近隣都市との適切な役割分担に基づく「広域調和・地域連携型都市構造」を目指し
てきた。

広域拠点 3地区 川崎、小杉、新百合ケ丘駅周辺地区
臨海都市拠点 2地区 殿町・大師河原、浜川崎駅周辺地区
地域生活拠点 4地区 新川崎・鹿島田駅、溝口駅、登戸・向ヶ丘遊園駅、宮前平・鷺沼駅周辺地区
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0-1 都市構造

0-1-3 他都市との人口動向比較 （全市）

〇東京都市圏以外の都道府県の多くは人口が減少傾向にある。
〇政令市比較では、3大都市圏で人口が増加している。
〇川崎市は10年前との比較において、政令市で最も高い伸び率（+10.56％）を示している。

全国及び三大都市圏の都府県の人口変化
（2014年と2004年の比較）

政令市人口変化
（2014年と2004年の比較）

注１：2014年は1月１日、2004年は３月31日時点の人口
注２：三大都市圏及びそれ以外で増加率がプラスの県（福岡県、沖縄
県）を表示。
これら以外の同県はすべて増加がマイナスとなっている。

資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
より作成

注１：2014年は1月１日、2004年は３月31日時点の人口
注２：さいたま市、相模原市、新潟市、浜松市、堺市、岡山市、熊本市に
ついては、2004年の人口は合併前の構成市町村の人口を合計した。
資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
より作成
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0-1 都市構造

0-1-4 本市人口動向 （地区別）

〇鉄道が交差するターミナル駅周辺（川崎駅、武蔵小杉駅、新百合ヶ丘駅）等の都市整備
が行われたエリアを中心に人口が増加している。

住民基本台帳人口の変化
（平成16年3月末～平成26年3月末）

-50％以下

-50 - 0％未満

0 - 25％未満

25 - 50％未満

50％以上

直近における人口分布（町丁目別）／
過去10年における人口増減率（町丁目別）

住民基本台帳人口の変化
（平成16年3月末～平成26年3月末）

-50％以下

-50 - 0％未満

0 - 25％未満

25 - 50％未満

50％以上

川崎駅周辺

武蔵小杉駅周辺

新百合ヶ丘駅周辺
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0-1 都市構造

0-1-5 広域拠点の整備状況

〇本市では、交通結節機能を有する広域拠点を中心に都市拠点整備を進めてきた。
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0-1 都市構造

0-1-5（１）臨海都市拠点について

〇本市臨海部は、国の施策である国家戦略特別区域や特定都市再生緊急整備地域に指定
され、羽田空港の対岸に位置する「殿町国際戦略拠点 キング スカイフロント」において、ラ
イフサイエンス・環境分野のイノベーションの実施を目指した整備が進められており、世界的
な企業や研究機関が続々と進出している。
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0-1 都市構造

0-1-5（１）臨海都市拠点について
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0-1 都市構造

0-1-5（2）川崎駅周辺について

川崎駅周辺は、民間開発を計画的に誘導するとともに、都市基盤整備を効果的
に行うことで、音楽ホールや大型商業施設をはじめ、JR川崎駅の東西の駅前広
場やこれを結ぶ連絡通路の整備など、まさに、川崎の玄関口としてふさわしい、
魅力にあふれた広域拠点として進化を続けている。
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0-1 都市構造

0-1-5（2）川崎駅周辺について
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0-1 都市構造

0-1-5（2）川崎駅周辺について

〇拠点整備が人口増加や経済効果に大きく寄与している。

近年の川崎駅周辺整備等により、10年
間で、13,000人、人口が増加している。
伸び率では、16.8%であり、全市の伸び
率より10ポイント上回っている。
出典：国勢調査

ミューザ、ラゾーナ等の整備に伴う相乗
効果で、川崎駅周辺の年間商品販売額
は、4,400億円増加している。

出典：川崎市統計データブック（平成25年度版）
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0-1 都市構造

0-1-5（3）武蔵小杉駅周辺について

小杉駅周辺は、民間活力を活かした再開発を段階的に進めることにより、駅前広
場等の基盤整備を行うとともに、中原図書館等の公共施設をはじめ、住宅・商業・
オフィスなど多様な都市機能を集約した利便性の高いまちに発展している。
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0-1 都市構造

0-1-5（3）武蔵小杉駅周辺について
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0-1 都市構造

0-1-5（3）武蔵小杉駅周辺について

横須賀線新駅の設置、南武線の快速運行、東急線の副都心線等との相
互直通運行により、交通結節機能が大幅に強化されている。

武蔵小杉駅からの所要時分

川崎駅 9分（快速）
12分（普通）

東京駅 17分
新宿駅 18分
渋谷駅 13分
品川駅 10分
横浜駅 10分

武蔵小杉駅から10分圏内
武蔵小杉駅から20分圏内
武蔵小杉駅から30分圏内
武蔵小杉駅から40分圏内
武蔵小杉駅から50分圏内
武蔵小杉駅から60分圏内
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0-1 都市構造

0-1-5（3）武蔵小杉駅周辺について

〇商業施設等の整備に伴い、小杉駅周辺への来街者数が増加している。
〇小杉駅周辺の再開発の推進等により、駅乗降者人員が増加している。

横須賀線武蔵小杉駅の開業と湘南新
宿ラインの停車により、JR線利用者が
大幅に増加している。

平成17年以降の駅周辺開発の進展
に伴い、小杉地区では、約15,000人
の人口が増加しており、人口増加率
は、20%を超えている。

H22年国勢調査

鉄道事業者HPより作成
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0-1 都市構造

0-1-5（4）新百合ヶ丘駅周辺について

1980年代から、継続的に市街地開発が進められ、芸術・文化が息づく個性的
な広域拠点として成長を遂げている。

新百合ヶ丘駅周辺特定土地区画整理事業
施行者：土地区画整理組合
施行面積：約46.4ha
事業期間：S52～59年度
合算減歩率：38.2％ 公共減歩率：24.1％
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0-1 都市構造

0-1-5（4）新百合ヶ丘駅周辺について
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0-1 都市構造

0-1-7 都市拠点整備に関する現状等のまとめ

都市構造を整理し、選択と集中により拠点整備を推進した。

本市の広域拠点では、都市計画道路や交通広場等の都市基盤整備により、交通結
節点としての機能が飛躍的に向上した。

民間活力を活かした市街地開発事業等の推進により、行政負担の少ない低コスト
のまちづくりを進め、都市基盤整備とともに公開空地やペデストリアンデッキ等
の歩いて暮らしやすいまちづくりが実現しつつある。

川崎駅周辺は、計画的なまちづくりの推進により、ラ・チッタデッラの再整備、
ルフロンリニューアル、リバーク、ダイス、ミューザ、ラゾーナ、東芝スマート
コミュニティセンターと好循環・継続的なスパイラルアップで商業・業務機能が
発展を続けている。（※施設名は愛称）

小杉駅周辺では、工場跡地等の企業用地の大規模土地利用転換の機会を捉え、市
街地再開発事業等を手法とした整備を進め、都市型住宅、都市基盤施設、公益施
設の再編整備に加え、東急スクエア、ららテラス、グランツリーなど商業施設の
整備により、様々な都市機能が集約した『住みたいまち』として注目を集めるま
ちとなっている。

新百合ヶ丘駅周辺は、1980年代の土地区画整理事業から継続的なまちづくりを
進め、芸術と文化が息づく個性的な魅力にあふれたまちになっている。
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0-1 都市構造

0-1-8 現状における拠点整備の基本的な考え方

地理的優位性を活かした広域調和・地域連携型の都市構造のまちづくり

持続可能な川崎市を支える臨海拠点・広域拠点の機能を強化するまちづ
くり

鉄道駅を中心とした市民の日常生活を支える個性を活かした地域生活拠
点のまちづくり

19

0-2 交通体系

本市は東京に隣接する地理的優位性に加え、鉄道施設や道路整備等の交通施
策の推進により利便性の高いまちづくりを推進している
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0-2 交通体系

0-2-1 本市の交通上の優位性

○本市は国内・国際航空ネットワークの充実が進む羽田空港をはじめ、既存の各新幹線
が発着する東京駅、リニア中央新幹線駅が設置される品川駅など、主要交通ターミナルへ
の交通利便性が高く、首都圏の他の主要都市と比較しても立地的優位性が高い。

主要ターミナル駅からの所要時間

羽田空港から30分圏内
東京駅から３0分圏内
品川駅から３0分圏内
新宿駅から３0分圏内
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東京駅

品川駅

羽田空港

（分）

川崎市

横浜市

さいたま市

千葉市

都心５区（千代田区）

都心５区（港区）

注）都心５区は千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区のうち、千代田区、
港区を対象とした。
各市役所もしくは区役所のそれぞれ以下に示す最寄駅からの所要時間
を示す。
川崎市：JR川崎駅、京急川崎駅
横浜市：JR関内駅、地下鉄関内駅
さいたま市：JR浦和駅
千葉市：JR千葉みなと駅、JR千葉駅、京成千葉駅、ﾓﾉﾚｰﾙ市役所前駅
千代田区：地下鉄九段下駅
港区：JR浜松町駅、地下鉄大門駅、地下鉄御成門駅
平日日中時間帯の乗り換え時間を含む最速列車の所要時分
（2014年10月1日現在）
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0-2 交通体系

0-2-2 都市計画道路の整備進捗状況①

都市計画道路網の充実に向け道路整備を進めており、近年は、拠点整備と連携した事業
推進により、平成２５年度までに約６７％が完成し、２０年前と比べ約５１ｋｍの整備が完了
した。

都市計画道路の整備進捗率（川崎市 経年変化）

出典：川崎市建設緑政局資料
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0-2 交通体系

0-2-2 都市計画道路の整備進捗状況②

これらの道路整備に伴い、渋滞等により混雑が発生していたエリアの課題解決に取り組み、
円滑な道路ネットワークの構築が進められている。

出典：川崎市建設緑政局資料

尻手黒川線（麻生区）整備後

横浜生田線（宮前区） 整備前

横浜生田線（宮前区） 整備後

江ヶ崎跨線橋（幸区） 整備前

江ヶ崎跨線橋（幸区） 整備後

大師橋（川崎区） 整備前

大師橋（川崎区） 整備前

向ヶ丘遊園駅菅生線（多摩区） 整備前

向ヶ丘遊園駅菅生線（多摩区） 整備後

世田谷町田線（麻生区）整備後 （仮称）等々力大橋（中原区）整備イメージ国道４０９号線（高津区）整備後
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0-2 交通体系

0-2-3 都市計画道路等の整備の取組①

隣接都市とを結ぶ主要幹線道路を整備することで、広域的な連携強化を支えるネットワー
クの構築を進めている。

【大師橋（東京大師横浜線）の整備効果】

出典：川崎市建設緑政局資料

【測定結果】
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0-2 交通体系

0-2-3 都市計画道路等の整備の取組②

市内の拠点地域周辺の幹線道路の整備を行うことで、道路混雑の解消など移動の円滑化
や快適性の向上に取り組んでいる。

尻手黒川線（Ⅲ期）の開通前（Ｈ２１）と開通後（Ｈ２
３）の山口台南交差点から柿生交差点までの移動
距離の短縮効果を、混雑時移動時間として測定。

【測定結果】

Ｈ２１ Ｈ２３ 事業効果

移動距離 ２．９ｋｍ ０．９ｋｍ ２ｋｍ短縮

混雑時
移動時間

１１分１７秒 ２分４２秒 ８分３５秒短縮

出典：川崎市建設緑政局資料

【尻手黒川線の整備効果】

25

0-2 交通体系

0-2-3 都市計画道路等の整備の取組③

早期の効果発現と事業費の削減に配慮し、既存の施設を活かした施設再編対策により、
渋滞などの交通課題の解決に向けた整備を推進している。

尻手黒川線（清水台）の交差点改良前（Ｈ２０）と改良後（Ｈ２４）に交差点の最大滞留長及び最

大通過時間を測定。

Ｈ２０ Ｈ２４ 事業効果

最大滞留長 ４５０ｍ ８０ｍ ３７０ｍ縮小

最大通過時間 ７分 ２分２０秒 ４分４０秒短縮

【測定結果】

出典：川崎市建設緑政局資料

【清水台交差点（宮前区）の整備効果】
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0-1 交通体系

0-2-4 本市の鉄道ネットワーク

〇川崎市では、５事業者、１５路線、５４駅で運行を行っている。
○川崎市の駅密度は、政令指定都市１９都市中３番目の0.37駅/km2であり、おおよそ半径
900mの円内に１駅ある換算となる。

駅密度（都市計画区域単位面積あたりの駅数（駅/km2））
出典：川崎市統計データブックH25
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0-2 交通体系

0-2-5 鉄道利便性向上に向けた取組

〇私鉄

⇒【複々線化】小田急小田原線（向ヶ丘遊園まで３線）

⇒【延伸】東急大井町線（溝の口まで）

⇒【乗入れ】京急本線（空港線）

東急東横線（目黒線）

⇒【相互直通】東急東横線（副都心線・東武・西武等）

田園都市線（東武電鉄等）

〇JR東日本
⇒【新駅設置・特急等全停車】武蔵小杉駅

⇒【快速運行】南武線

〇鉄道事業の進捗による利便性が向上している。
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0-2 交通体系

0-2-6 路線バスネットワークの状況

本市の路線バスは、充実した路線網を形成している。

広域拠点駅を中心に鉄道駅間ネットワークや臨海都市拠点を結ぶ路線で多くの運行がな
されている。

川崎市のバスのネットワーク
出典）川崎市総合都市交通計画
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0-2 交通体系

0-2-7 川崎市内の交通流動の状況

主な移動手段である代表交通手段では、鉄道利用が44％と他都市と比べて高く、鉄道駅
まで移動する端末交通手段では、鉄道駅利便性が比較的低い川崎区や宮前区ではバス
利用が高くなっている。

交通手段分担（代表交通手段・20-64歳）

バス

10%
19%

10%
2%

9%
20%

5%
11% 7%

自動車
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4%

1%

1%
3%

4%

3%
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60%

70%

80%

90%

100%
交通手段分担（端末交通手段・20-64歳））

端末交通手段とは

鉄道に乗るために駅に向かう駅から目的地に向かう差に利用する交通手段（路線バス、タクシー、二輪車、
自転車、徒歩を指す）

出典）「国土交通省 東京都市圏パーソントリップ調査」第5回調査（平成20年）
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現況：93
H42:97(現況比1.05倍)
H62:91(現況比0.98倍)

東京区部

横浜市

（万トリップ／日）

現況：59
H42:65(現況比1.11倍)
H62:61(現況比1.04倍)

0-2 交通体系

0-2-8 首都圏における本市の交通動向

〇本市推計では、川崎市内の交通量（人の動き）は、平成42年には711 万ﾄﾘｯﾌﾟ、平成62 
年においても665万ﾄﾘｯﾌﾟと、現在とほぼ変わらないことが想定される。

市域を越えて展開する市民行動圏の傾向は、東京区部や横浜との結びつきが強く、将来
においてもほぼ変わらない見込みとなっている。

図 川崎市の分布交通量の推移
出典国土交通省 東京都市圏パーソントリップ

調査」第5回調査（平成20年）より作成

図 川崎市の内外・外内交通量の推移
出典：国土交通省 東京都市圏パーソントリップ
調査」第5回調査（平成20年）より作成

ﾄﾘｯﾌﾟとは
ある場所（出発地）からある場所（目的地）まで移動することを目的単位でカウントする交通量のこと
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0-2 交通体系

0-2-9 本市の交通事情・特性①

〇幹線道路の状況

本市の基幹動路でもある国道409号線と首都圏の放射状道路等との交差点周辺に渋滞
等の混雑が発生している。

川崎区の市電通りや産業道路等の臨海都市拠点周辺では、重要な接続路線において、
渋滞等の混雑が発生している。

◆混雑度の見方
1.00を超えると混雑してい
る区間といえる。
1.75以上の地点は道路が飽
和していない時間帯がほと
んどない区間で、慢性的混
雑状態を呈する。 出典）川崎市総合都市交通計画
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0-2 交通体系

0-2-9 本市の交通事情・特性②

〇鉄道路線の状況

市民アンケート等では、今よりアクセス向上が求められる場所として、横浜、新横浜、東
京都心、羽田空港、川崎駅が上位であり、鉄道利便性の向上が求められている。

通勤ラッシュ時の鉄道では、JR 南武線（武蔵中原～武蔵小杉）、東海道線、横須賀線（川
崎～東京方面）で混雑率が180％を超える区間がある。

出典）川崎市総合都市交通計画

33

0-2 交通体系

0-2-9 本市の交通事情・特性③

道路や橋梁等の都市基盤施設の進捗に伴い、維持管理に要する費用が増加している。
加えて、老朽化対策に関する効率的な取組が求められている。

新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

維持管理・更新費が2010年度の投資金額を上回る額

出典：国土交通省

（億円）

34



0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組①

新たな整備手法導入の検討

各都市が実施している様々な交通混雑改善手法を活用し、地域特性に合った改善方策を
検討を進めている。

〇需要予測型信号

時間帯別交通流動等
のデータをビーコンが取
得し、曜日別時間帯別に
信号現時のタイミングを
変動させるｼｽﾃﾑ

〇PTPS
信号に受信機、バスに発信
機を設置し、バスが信号に接近
すると青時間・黄時間を延長し
バスの進行を優先するｼｽﾃﾑ

〇レーンの設置
レーンによる直進方向の交通流動を整序化
交差点改良により右・左折レーン及び右左折信号等
の設置により流動を整序化する

バスレーンを設置し、乗降時の路線に与える影響を解
消する

出典：警察庁等
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0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組②

〇ホームドアの設置によって、ホームの安全性が大きく高まり、高齢者や身体障害者など
誰もが利用しやすい安全な駅の実現に取り組んでいく。

（可動式ホームドア） （昇降式ホームドア）

出典：東京急行電鉄ＨＰ

ホームドアの設置効果

①ホームからの転落事故などの大幅な減少
②電車が長時間止まる可能性が減少

川崎市内の設置状況

武蔵小杉駅（目黒線側ホーム）

元住吉駅（目黒線側ホーム）

東京急行電鉄では、２０２０年を目標に東横線・田園都市線・大井町線の

全駅にホームドアを設置することを発表している。
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0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組③

〇「鉄道」「まち」をともに発展させる目的で川崎市とJR東日本は、1月29日に包括連携協定
を締結した（JR東日本が自治体との包括協定を締結するのは初の取組）。
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0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組④

〇ＪＲ東日本の南武線は、従来よりも定員が約１割多い新型車両（幅広車両）を導入し、混
雑緩和、快適性向上に向けた取り組みを推進している(H26～)。
○ＪＲ南武線の快速列車を日中に設定し、利便性と速達性の向上を推進している。

定員
約１割
アップ

新型車両の導入 快速運行

各駅停車：約５４分

快 速：約４２分

12分の
短縮

3月のダイヤ改正により

●E233系（定員９２４名）
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0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組⑤

〇ＪＲ東日本との協働により、ＪＲ南武支線の（仮称）小田栄新駅の設置に向け検討中
○新駅設置とあわせて南武支線の利便性向上策についても検討している。
○新駅設置効果【想定（小田地区⇒新宿：所要時間で約９分短縮）】

─JR南武支線─

（仮称）小田栄新駅

検討対象位置
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0-2 交通体系

0-2-10 都市基盤の今後の取組⑥

〇現在事業が進められている京急大師線の連続立体交差事業を推進するとともに、JR南
武線の連続立体交差事業の取組を推進する。

〇JR南武線の北部平面駅の利便性・安全性の確保に向け、稲田堤駅および津田山駅の
橋上駅舎化を進めている。

〇羽田連絡道路・国道357号線の整備に向けた取組を推進している。
〇川崎縦貫道路・川崎縦貫鉄道・横浜市営地下鉄3号線及び川崎アプローチ線等の広域
交通網については、引き続き検討を進めている。

40



0-2 交通体系

0-2-11 交通施策の現状等のまとめ

東京に隣接する地理的優位性により、道路や鉄道等の広域
交通ネットワークが充実している。

都市計画道路等の事業進捗により、渋滞等の交通課題は改
善傾向にある。

鉄道事業者による安全性・利便性等の取組により、さらに
利便性の高い鉄道ネットワークが構築されている。
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0-2 交通体系

0-2-12 現状における交通施策の基本的な考え方

首都圏の機能強化及び本市の骨格をなす交通ネットワーク
の構築を引き続き推進する。

地域が抱える交通課題の解決に向けた取組を推進する。

誰もが安全に安心して移動できる交通環境整備を推進する。

既存施設を活用しつつ、新たな技術の導入を視野に入れた
効率的で早期の効果発現が期待できる交通施策を推進する。
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